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 質　問　事　項 

 

№　　１　　

大規模災害発生時における道路啓開計画の策定について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

国土交通省は能登半島地震の教訓を踏まえ、大規模災害発生後 72 時間以内

に救援ルートを確保するため、全国を対象とした道路啓開計画を策定した。 

本市においても、発災直後から救助活動、物資輸送、医療搬送等を円滑に行

うため、時間軸を明確にした道路啓開計画を策定する必要があると考える。 

本市の現状及び今後の考え方について伺う。 

 

（１）　本市の道路啓開計画の現状について 

 

（２）　災害発生後 24 時間・48 時間・72 時間を意識した優先道路の設定につ

いて 

 

（３）　建設業者、警察、消防、国・県との役割分担及び近隣自治体との連携

について 

 

（４）　道路啓開計画を反映した実践的な訓練の実施について 
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 質　問　事　項 

 

№　　２　　

離婚後の共同親権制度施行に伴う就学援助制度の適正な運用に

ついて

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

令和８年４月に離婚後の共同親権制度が施行されたことに伴い、生活困窮

世帯に対する就学援助制度について、一部自治体では別居している共同親権

者の収入を合算して認定を行う運用が確認された。 

これを受け、文部科学省は令和８年５月 22 日付通知において、「同一居住・

同一生計」の親の収入のみを対象として認定を行うよう全国の自治体へ通知

した。 

子どもが制度変更によって不利益を受けることがないよう、本市の運用状

況及び今後の対応について伺う。 

 

（１）　共同親権制度施行後における本市の就学援助制度の認定基準につい　

て 

 

（２）　文部科学省通知を受けた本市の対応について 

 

（３）　制度変更に伴う市民への周知及び相談体制について 

 

（４）　就学援助以外の子育て支援制度への影響について


